
山口市特定優良賃貸住宅制度要綱 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、優良な賃貸住宅の供給の拡大を図るため、中堅所得者等を対

象とする特定優良賃貸住宅の供給に関する基本的事項を定め、もって市民の住生

活の安定と良好な地域形成に資することを目的とする。 

（通則） 

第２条 特定優良賃貸住宅の供給については、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関

する法律（平成５年法律第５２号。以下「法」という。）、特定優良賃貸住宅の供

給の促進に関する法律施行令（平成５年政令第２５５号）、特定優良賃貸住宅の

供給の促進に関する法律施行規則（平成５年建設省令第１６号。以下「省令」と

いう。）及び山口県特定優良賃貸住宅制度要綱（平成６年５月１２日制定。以下

「県制度要綱」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義）  

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

一 特定優良賃貸住宅 

法第３条の規定による認定を受けた供給計画に基づき建設及び管理され

る賃貸住宅をいう。  

二 土地所有者等  

土地の所有権又は建物の所有を目的とする地上権、賃借権若しくは使用

賃借による権利を有する者をいう。  

三 管理者  

特定優良賃貸住宅を自ら建設し当該特定優良賃貸住宅を管理する者、特

定優良賃貸住宅の管理の委託を受けた者（以下「管理受託者」という。）及

び特定優良賃貸住宅の転貸を受け当該特定優良賃貸住宅を自ら管理する者

をいう。  

四 一般賃貸人  



特定優良賃貸住宅を法第３条第４号イ又はロに掲げる者に賃貸する者を

いう。  

五 所得  

省令第１条第３号に規定する所得をいう。  

六 親族  

入居者の配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者及び婚姻の予約者を含む。）、６親等内の血族及び３親等内の姻族を

いう。  

 七 配慮入居者  

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別

措置法（平成１７年法律第７９号。以下「地域住宅法」という。）第６条第

７項に揚げる、地域住宅計画を作成する地方公共団体の区域内において、

住宅の確保に特に配慮を要する者をいう。  

（供給方式）  

第４条 特定優良賃貸住宅の供給方式は、次の各号に掲げる方式によるものと

する。  

一 公社建設型  

山口県住宅供給公社（以下「公社」という。）、農住組合、日本勤労者住

宅協会（以下「勤住協」という。）又は地方公共団体（その出資され、

又は拠出された金額の全部が地方公共団体により出資され､又は拠出さ

れている法人を含む。）の出資または拠出に係る法人で賃貸住宅の建設

及び管理を行うことを目的とするもの（以下「地方公共団体出資法人等」

という。）が特定優良賃貸住宅を建設し管理する方式  

二 民間建設型  

前号に掲げる方式以外の方式  

（管理期間）  

第５条 特定優良賃貸住宅の管理期間は、１０年以上２０年以下とし、市長が

この範囲内で別に管理期間を定める場合はその期間とする。ただし、次に掲

げる場合においては、２０年とする。  

一 民間建設型であって、第２６条第１項第１号の傾斜型家賃減額方式、若



しくはこれに準じて関係市町村が定める家賃減額方式に係る特定優良賃貸

住宅で、特定優良賃貸住宅供給促進事業等補助要領（平成５年７月３０日

建設省住建第１１６号。以下「補助要領」という。）第４第１項第１号イ(3)

又は第２号に掲げる費用に対する補助を行うもの  

二 公社建設型であって、補助要領第４第１項第６号に掲げる費用に対する

補助又は第１８条に定める利子補給を行う特定優良賃貸住宅  

（建設基準）  

第６条 特定優良賃貸住宅は、法令等に定めるもののほか、市長が定める建設

基準に適合するものでなければならない。  

第２章 管理者  

（管理者）  

第７条 省令第１５条第１号の知事が定める基準に該当する者は、次に掲げる

者とする。  

一 地方公共団体  

二 公社  

三 勤住協  

四 農住組合  

五 地方公共団体出資法人等  

六 農業協同組合又は農業協同組合連合会で農業協同組合法（昭和２３年法

律第１３２号）第１０条第５項に規定する事業を行うもの（以下「農業協

同組合等」という。） 

七 民法（明治２９年法律第８９条）第３４条の規定により設立された法人

で賃貸住宅の管理を行うことを目的とするもの（以下「３４条法人」とい

う。）  

八 賃貸住宅の管理を業として行う民間法人で、原則として宅地建物取引業

法（昭和２７年法律第８９号）第３条第１項に規定する宅地建物取引業者

の免許を有し、かつ次の事項ごとに定める基準に該当するもの  

ア 賃貸住宅の管理経験 

賃貸住宅の管理経験に関して、次に掲げる事項に該当するものである

こと。ただし、新たな組織であるが、その組織体制、人員構成から判断



して、市長が適当と認める場合は、この限りではない。 

(ｱ) ３年間以上賃貸住宅の管理を行っていること。 

(ｲ) 省令第１条第１号又は第２号に規定する耐火構造の住宅又は準耐火

構造の住宅である賃貸住宅について管理を行っていること。 

(ｳ) (ｲ)の要件を満たす賃貸住宅を原則として１００戸程度以上管理して

いること。 

イ 経営の内容 

(ｱ) 最近５年間、国土利用計画法、宅地建物取引業法等の法令に違反し

ていないこと。 

(ｲ) 自己資本の額が３００万円以上あること。 

ウ 賃貸住宅の管理業務に関する体制 

(ｱ) 賃貸住宅の管理業務に関する体制について、原則として次に掲げる

事項に該当するものであること。 

ａ 賃貸住宅の管理業務に関する専門の体制を有すること。 

ｂ 賃貸住宅の管理戸数に対応した相当数の人員を有すること。 

ｃ 以下の賃貸住宅に係る管理業務を、自社、管理業務の再委託を受け

る自社の関連会社等で、全て行っていること。 

(a) 入居者の募集に関する業務 

(b) 賃貸借契約の締結及び更新に関する業務 

(c) 賃料、共益費の改定に関する業務 

(d) 賃料、共益費の収納に関する業務 

(e) 入居者の未納金の督促及び徴収に関する業務 

(f) 住宅の維持管理に関する業務 

(ｲ) 管理を行おうとする特定優良賃貸住宅を適切に管理できるよう事務

所、事業所等の位置が原則として次に掲げる事項に該当するものであ

ること。 

ａ 県内にあること。 

ｂ 管理を行おうとする特定優良賃貸住宅について、遅くとも一日以

内に迅速な管理上の処理を行うことができる位置にあること。 

第３章 供給計画の認定 



（供給計画の認定） 

第８条 特定優良賃貸住宅の供給をしようとする者は、法令等に基づき、当該

特定優良賃貸住宅の供給に関する計画（以下「供給計画」という。）を作成し、

市長の認定を申請することができる。 

２ 市長は、第１項の認定（以下「計画の認定」という。）の申請があった場合

において、当該申請に係る供給計画が法令等の基準、この要綱に定める基準

及び市長が定める基準に適合すると認められるときは、計画の認定をするこ

とができる。 

（計画の認定の通知） 

第９条 市長は、計画の認定をしたときは、第２３条の規定により一般賃貸人

の委託を受けて入居者の資格審査及び選定を行おうとする者に通知するもの

とする。 

（供給計画の変更） 

第１０条 計画の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、当該計画

の認定を受けた供給計画（以下「認定計画」という。）の変更（実施要領に定

める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、市長の認定を受けなければ

ならない。 

２ 認定事業者は、実施要領に定める軽微な変更をしようとするときは、市長

に届け出なければならない。 

３ 第８条第２項から第４項及び前条の規定は、前２項の場合について準用す

る。 

（認定計画内容の遵守） 

第１１条 認定事業者、認定事業者から特定優良賃貸住宅の賃貸を受けて当該

住宅を法第３条第４号イ又はロに掲げる者に賃貸する者（以下「転貸事業者」

という。）及び管理者は、認定計画に従って特定優良賃貸住宅の建設及び管理

を行わなければならない。 

（改善命令） 

第１２条 市長は、認定事業者が認定計画に従って特定優良賃貸住宅の建設又

は管理を行っていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限

を定めて、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 



（計画の認定の取消し） 

第１３条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、計画

の認定を取り消すことができる。 

 一 認定事業者が前条の規定により命じられた措置をとらないとき 

 二 地域住宅法第１３条第２項の規定に違反したとき 

２ 第９条の規定は、市長が前項の規定による取消しをした場合に準用する。  

（地位の承継）  

第１４条 認定事業者の一般承継人又は認定事業者から特定優良賃貸住宅の敷

地の所有権その他当該特定優良賃貸住宅の建設及び管理に必要な権原を取得

した者は、市長の承認を受けて、当該認定事業者が有していた計画の認定に

基づく地位を承継することができる。  

２ 第８条第２項から第４項及び第９条の規定は、前項の場合に準用する。  

第４章 特定優良賃貸住宅の供給に係る契約 

（管理委託契約等）  

第１５条 民間建設型にあっては、認定事業者が管理を行う場合を除き、認定

事業者は、管理受託者と管理委託契約を締結し、又は転貸事業者と賃貸借契

約を締結するものとする。  

２ 転貸事業者は、自ら管理を行わない場合、管理受託者と管理委託契約を締

結するものとする。  

３ 転貸事業者は、認定事業者から転貸を受ける場合、対象となる特定優良賃

貸住宅を一括して借上げなければならない。 

４ 認定事業者から転貸を受けた転貸事業者は、さらに転貸事業者に転貸して

はならない｡ 

５ 第１項及び第２項の契約は、新たに管理を開始する場合にあっては、入居

者募集を始める前までに、締結しなければならない。  

６ 認定事業者は、第１項に規定する契約を締結、更新、変更、又は解除した

場合は、速やかに市長に報告しなければならない。  

７ 転貸事業者は、第２項に規定する契約を締結、更新、変更、又は解除した

場合は、速やかに市長に報告しなければならない。  

８ 第８条第２項の規定は、前２項の場合に準用する。  



第５章 助成措置  

（建設に要する費用の補助）  

第１６条 市は、認定事業者に対して、特定優良賃貸住宅の建設に要する費用の一

部を予算の範囲内において補助することができる。  

（家賃の減額に要する費用の補助）  

第１７条 市は、認定事業者が、管理期間において、第１２条第１項の規定により

特定優良賃貸住宅の家賃を減額する場合においては、当該認定事業者に対し、そ

の減額に要する費用の一部を予算の範囲内において補助することができる。  

（利子補給）  

第１８条 市は、認定事業者に対して、特定優良賃貸住宅の建設に要した費用に係

る住宅金融公庫融資額の利息の一部について、予算の範囲内で利子補給を行うこ

とができる。  

第６章 入居者の募集及び選定  

（入居者の募集）  

第１９条 特定優良賃貸住宅の入居者は、管理者が公募するものとする。ただ

し、実施要領に定める特別の事由がある場合において、特定の者を入居させ

るときは、この限りでない。  

２ 管理者は、前項の規定により新規に公募する特定優良賃貸住宅の戸数を２

で除した戸数を超えない範囲内で関係市町村の長が定める戸数を、地域の住

民の住宅事情の改善が特に必要と認められる等の場合で市長が認める者に対

して割り当てるものとする。  

３ 前項の規定による割当て戸数に１戸未満の端数があるときは、その端数戸

数を切り捨てるものとする。  

４ 公募の方法及び手続きは、実施要領で定めるものとする。  

（入居申込者の資格） 

第２０条 特定優良賃貸住宅の入居申込者は、次に掲げる要件を満たす者でな

ければならない。  

一 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）があること。

ただし、第１９条第１項ただし書に規定する特定の者及び実施要領で定め



る基準に該当する者を入居させるときは、この限りでない。  

二 所得が省令第６条の規定で定める所得の下限額以上、かつ同省令第７条

の規定で定める所得の上限額以下であること。ただし、省令第６条の規定

で定める所得の下限額に満たない所得のある者のうち、実施要領に定める

基準に該当する者は、この限りでない。  

三 現に自ら居住するため住宅を必要としていること。  

（入居申込者の資格審査）  

第２１条 管理者は、入居申込者から所得を証する書類等の提出を求め、前条

に定める資格を具備するか否かについて審査するものとする。  

（入居者の選定）  

第２２条 管理者は、申込入居者の数が募集した特定優良賃貸住宅の戸数を超

える場合は、抽選その他の公正な方法により入居者を選定するものとする。  

（公社等への委託）  

第２３条 第２１条及び前条の規定にかかわらず、地方公共団体、公社又は地

方公共団体出資法人等以外の管理者は、地方公共団体、公社又は地方公共団

体出資法人等に委託して、第２１条及び前条に規定する入居者の資格審査及

び選定を行うものとする。  

（賃貸借契約の締結） 

第２４条 一般賃貸人は、入居者が決定したときは、当該入居者と速やかに賃

貸借契約を締結するものとする。  

２ 一般賃貸人又は一般賃貸人から委任を受けた管理者は、前項の賃貸借契約

を締結、更新、変更、又は解除した場合には、速やかに市長に報告しなけれ

ばならない。  

第７章 家賃及び入居者負担額の設定  

（家賃の設定及び変更）  

第２５条 認定事業者は、特定優良賃貸住宅の契約家賃（以下「家賃」という。）

を法第１３条第１項の規定に基づき省令で定めた額の範囲内において、近傍

同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないように定め、市長に報告しなければ

ならない。  

２ 第８条第２項、第４項の規定は、前項の場合に準用する。  



３ 前２項の規定は、家賃を変更する場合に準用する。  

（入居者負担額の設定）  

第２６条 入居者負担額は、次の何れかの方式により算定した入居者負担基準額と

する。  

一 傾斜型家賃減額方式  

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行令第２条第１号及び第

２号に規定する国土交通大臣が定める算定の方法（平成５年建設省告示第

１６０２号。以下「告示」という。）による。ただし、告示６は適用しない

ものとする。また、空間倍増特定優良賃貸住宅等特別家賃対策補助金交付

要綱第４に規定する補助対象住戸にあっては、同要綱第５第１項に規定す

る特別入居者負担基準額の算出式による。  

二 フラット型家賃減額方式  

補助要領第６第２項第２号に規定するフラット型家賃減額方式による 

入居者負担基準額の算定の方法による。ただし、逓減減額措置及び所得の

区分が移行した場合の措置は適用しないものとする。  

２ 前項により算定した入居者負担額に１００円未満の端数があるときは、切

り上げるものとする。 

（家賃の減額）  

第２７条 認定事業者は、入居者の居住の安定を図るため、家賃と前条に規定

する入居者負担額との差額を当該家賃から減ずることができる。  

２ 特定優良賃貸住宅の供給をしようとする者は、第８条第１項に規定する供

給計画の認定の申請と同時に、前条第１項に規定する入居者負担額の算定の

方式、若しくは前項の規定による家賃の減額を行わないこと（以下「家賃減

額の方法」という。）を選択し、市長に承認を申請しなければならない。  

３ 市長は、前項の承認の申請があった場合において、当該申請が供給計画等

に適合すると認めるときは、これを承認することができる。  

４ 認定事業者は、市長が供給計画の認定を行った後は、管理期間が終了する

までの間において、原則として家賃減額の方法を変更することはできない。  

第８章 所得の認定及び入居者負担額の決定等  

（所得を証する書類等の提出）  



第２８条 認定事業者又は認定事業者から委任を受けた管理受託者若しくは転

貸事業者は、第１７条の規定により家賃の減額補助を受ける特定優良賃貸住

宅にあっては、毎年度、入居者の所得を証する書類等（以下「所得証明書等」

という。）を添付して、入居者負担額の決定を市長に申請しなければならない。 

２ 前項の特定優良賃貸住宅にあって、新規に管理開始又は入居した場合にお

いては、入居者を決定したときに、前項の申請をしなければならない。  

（所得の認定及び入居者負担額の決定等）  

第２９条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、その内容を審査し、

入居者の所得を認定して、第２６条に定めるところにより当該入居者の入居

者負担額を決定し、認定事業者、転貸事業者、管理者及び入居者に通知する

ものとする。  

２ 市長は、住戸別、所得階層別の入居者負担額を当該年度開始前の２月末ま

でに管理者に通知するものとする。ただし、管理開始当初の住戸別、所得階

層別の入居者負担額の通知は、入居募集開始日の１月前までに通知するもの

とする。  

（所得証明書等の提出がない場合の措置）  

第３０条 認定事業者は、入居者が第２８条第１項に規定する所得証明書等を

提出しない場合は、家賃の減額を行わないものとする。  

第９章 管理者、認定事業者及び転貸事業者の義務及び業務  

（管理者の義務）  

第３１条 管理者は、常に特定優良賃貸住宅の状況に留意し、その管理を適正

かつ合理的に行うよう努めなければならない。  

（管理者の業務）  

第３２条 管理者が行う管理業務は、次に掲げる事項とし、業務内容は実施要

領に定めるものとする。  

一 入居者の募集及び選定に関する業務  

二 賃貸借契約の締結及び更新に関する業務 

三 家賃、共益費等の改定に関する業務  

四 家賃、共益費等の収納に関する業務  

五 第１７条に規定する家賃減額補助金の申請及び受領に関する業務  



六 前五号に掲げる業務のほか、別表に記載する業務  

２ 管理者は、前項各号に掲げる業務のうち、清掃業務等の単純業務に限り、

関連会社等に再委託することができる。  

３ 管理者は、前項の再委託を行う場合は、市長に報告しなければならない。  

（認定事業者の維持・修繕）  

第３３条 特定優良賃貸住宅の維持・修繕については、入居者の責めに帰すべ

き事由による修繕を除き、認定事業者がその費用負担により行うものとし、

維持・修繕内容は実施要領に定めるものとする。  

２ 認定事業者は、特定優良賃貸住宅の安全性、居住性及び耐久性に関する適

切な性能を維持するため、第８条第１項の申請に用いた修繕計画に沿って、

計画的に修繕を行わなければならない。  

３ 認定事業者は、第１項に規定する当該特定優良賃貸住宅の維持・修繕を管

理受託者又は転貸事業者に委託する場合は、管理受託者又は転貸事業者と業

務委託契約を締結するものとする。  

（敷金）  

第３４条 賃貸住宅を賃貸する者（以下「賃貸人」という。）は、賃借人から３

か月分の家賃に相当する額の範囲内で敷金を受領することができる。  

（共益費）  

第３５条 一般賃貸人は、入居者から特定優良賃貸住宅の共用部分の維持管理

及び良好な居住環境を保持するために必要な費用を共益費として受領するこ

とができる。  

（家賃等以外の金品受領等の禁止）  

第３６条 賃貸人は、特定優良賃貸住宅の使用に関し、賃借人から家賃（第

２７条第１項に規定するところにより家賃からの減額を行う場合にあっては、

入居者負担額）、敷金及び共益費（以下「家賃等」という。）を除くほか、保

証金、権利金その他の金品を受領し、又は、賃借人に不当な負担を課しては

ならない。  

（守秘義務）  

第３７条 認定事業者、転貸事業者及び管理者は、特定優良賃貸住宅の管理を

通じて知り得た入居者の個人情報を他に知らせてはならない。  



（状況報告）  

第３８条 認定事業者又は認定事業者から委任を受けた管理受託者若しくは転

貸事業者は、毎年、特定優良賃貸住宅の建設及び管理の状況について、市長

に報告しなければならない。  

２ 認定事業者は、特定優良賃貸住宅の適正な建設及び管理を行うことに困難

又はその恐れが生じたときは、速やかに市長に報告しなければならない。  

３ 第８条第２項の規定は、前２項の場合に準用する。  

第 10 章 その他  

（特定優良賃貸住宅の用途の終了）  

第３９条 認定事業者は、次の各号の一に該当する場合は、第１号を除き市長

に協議し、市長の承認若しくは第１０条第１項の規定に基づく認定を受けて、

特定優良賃貸住宅の一部又は全部の用途を終了することができる。 

一 管理期間が終了したとき。  

二 災害、老朽化等により、引き続き特定優良賃貸住宅として維持管理する

ことが不適当となったとき。  

三 都市計画事業等の実施により、特定優良賃貸住宅を撤去する必要がある

とき。  

２ 第８条第２項から第４項及び第９条の規定は、前項の承認の場合に準用す

る。  

３ 認定事業者は、次の各号に該当する場合は、第１０条第１項の規定に基づ

く市長の認定を受けて、用途の廃止をすることができる。  

    一 管理期間が１０年以上経過している住宅であって、社会・経済情勢の変

化等により空家となり、入居者募集のための処置を講じたにもかかわらず

入居者がないものであること。  

    二 本来入居者の入居を阻害せず、当該特定優良賃貸住宅の適性かつ合理的

な管理に支障を及ぼさないとき。  

４ 認定事業者は、補助要領第１７第１項各号に該当するものとして、第１０

条第１項の規定に基づく市長の認定を受けた場合には、第１号に規定する空

家について用途の廃止をすることができる。 

（特定優良賃貸住宅の配慮入居者への賃貸） 



第４０条 認定事業者は、地域住宅法第１３条第１項の規定により賃貸する場

合は、市長の承認を受けなければならない。 

２ 第８条２項から第４項及び第９条の規定は、前項の承認の場合に準用する。 

（指導監督等）  

第４１条 市長は、この要綱の施行のために必要な限度において、認定事業者

及び管理受託者に対し、必要な指導を行い又は助言若しくは援助を行うこと

ができる。  

（実施の細目）  

第４２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

２ この要綱の施行日前に行った阿知須町特定優良賃貸住宅制度要綱に基づく住宅 

は、この要綱の相当規定により行ったものとして、この要綱を適用する。 

   附 則 

 改正後の要綱は、平成１８年７月２７日から施行する。 

附 則 

 改正後の要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

    改正後の要綱は、平成２３年１月２４日から施行する。 

 

 


